
第２回 第二種免許制度等の在り方に関する有識者会議

議 事 次 第

平成 3 0年６月 2 7日（水）

1 3 ： 0 0 ～ 1 5 ： 4 0

警察庁（中央合同庁舎２号館）第７会議室

１．開 会

２．議 事

(1) バス業界及びタクシー業界に対するヒアリング

(2) 有識者委員によるプレゼンテーション①

(3) 事務局等説明①

(4) 有識者委員によるプレゼンテーション②

(5) 自由討議①

(6) 事務局等説明②

(7) 自由討議②

３．閉 会
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バス事業及び運転者の現況と
運転免許制度の見直し要望

公益社団法人 日本バス協会

平成３０年６月２７日

資料１



１．バス事業の現況

２．運転者の状況

３．運転者の確保対策

４．安全の確保

５．免許受験資格要件見直しの要望及び効果



１．バス事業の現況

１

バスは平成28年度を通じて45億8,300万人を輸送、これは総旅客輸送人員
（305億人）の15.0％を占めています。
1日当たりの年間平均輸送人員は1,250万人余りを輸送しています。

バスの平成26年度の営業収入は公共交通機関（バス、タクシー、民鉄、ＪＲ）
全体の15.3％を占め、1兆4,497億円になります。利用者の多様なニーズの応える
事業者の努力にもかかわらず、地方の過疎化の進行、自家用自動車の普及等によ
り利用者の減少が続き、営業収入は、低下傾向にあります。



●事業者数 2,217事業者（うち 公営25）
●従業員数 108,263人（うち 運転者83,255人）
●車両数 60,352両
●輸送人員 42億7,000万人（うち 高速バス輸送人員 1億1,570万人）
●営業収入 9,698億1,300万円

乗合バス ※数字で見る自動車2017より

１．バス事業の現況

人件費
57.9%

燃料油脂費
7.9%

車両償却・

修繕費
11.8%

その他
22.4%

原価構成（乗合バス）

10両まで
70.3%

30両まで
13.5%

50両まで
4.3%

100両まで… 101両以上…

車両数別事業者数（乗合バス）

２



●事業者数 4,508事業者（うち 公営19）
●従業員数 73,361人（うち 運転者48,314人）
●車両数 50,182両
●輸送人員 2億9,534万人
●営業収入 4,798億7,600万円

貸切バス ※数字で見る自動車2017より

１．バス事業の現況

人件費
44.9%

燃料油脂費
7.7%

車両償却・

修繕費
9.9%

諸経費
37.5%

原価構成（貸切バス）

10両まで
58.9%

30両まで
28.1%

50両まで
4.2%

100両まで
1.9%

101両以上
0.3%

車両数別事業者数（貸切バス）

３



２．運転者の状況（日本バス協会平成29年11月調査結果 対象310事業者）

１．運転者の状況等
(1) 運転者の男女別人数

● 男性 63,165人（98.2%）
● 女性 1,143人（ 1.8%）

(2) 運転者の年齢構成
● 20歳代 1,939人 (  3.0%) ● 50歳代 21,126人 (32.9%)
● 30歳代 8,479人 (13.2%) ● 60歳代 9,115人 (14.2%)
● 40歳代 22,874人 (35.6%) ● 70歳代 596人 ( 0.9%)
● 不 明 179人 ( 0.3%)
※ 50歳代以上が 48.0% ・平均年齢 51.3歳

２．運転者の不足の状況
● 足りている 44事業者（14.2%）
● 不足している 266事業者（85.8%）
● 不足している運転者数 3,479人（現行運転者数の5.4%）
（乗合 2,062人 貸切 793人）

４



２．運転者の状況（日本バス協会平成29年11月調査結果 対象310事業者）

３．運転者の採用、退職状況（平成28年度）
(1) 運転者の採用、退職状況

● このほか、運転者候補の高校新卒者 177人
● 採用者中、大型第二種免許保有者 3,291人 (73.5%)

５

採用者数 退職者数 増 減
総 数 4,479人 4,029人 450人

年齢層別 20歳代 580  (12.9%) 196  ( 4.9%) 384
30歳代 1,041 (23.2%) 583 (14.5%) 458
40歳代 1,582  (35.2%) 1,079  (26.8%) 503
50歳代 928  (20.7%) 917  (22.8%) 11
60歳代 333  ( 7.4%) 1,126  (27.9%) △ 793
70歳代 15  ( 0.3%) 128  ( 3.2%) △ 113

(2) 女性運転者の採用状況
● 採用した事業者の割合 32.5%
● 採用した人数 204人（採用した運転者の4.5%）
※ 現行の運転者に占める女性運転者の割合は1.8%であり、比べると大きく増加している。



２．運転者の状況（労働条件）

労働時間,所得について（国土交通省、 厚生労働省調査）
● バス運転者の年間労働時間（平成28年度）

・バス運転者 2,520時間 （平均年齢：49.9歳）
・全産業男子 2,172時間 （平均年齢：43.0歳）

● バス運転者（民営）の所得（平成27年度）
・民営バス 450万円
・全産業男子 547万円

６

バス運転者の年間労働時間の推移 民営バス運転者の所得の推移



２．運転者の状況（大型第二種免許保有者数の推移）

20～24歳 25～29歳 30～34歳 35～39歳 40～44歳 45～49歳 50～54歳 55～59歳 60～64歳 65～69歳 70～74歳 75～79歳 80～84歳 85歳以上 合計
23年 1,695 10,236 25,822 55,065 79,942 91,351 96,045 108,682 150,403 117,655 110,911 123,153 60,473 14,928 1,046,361
24年 1,734 9,365 23,380 50,917 76,652 92,506 97,056 103,850 142,236 121,173 108,634 115,261 67,433 15,983 1,026,180
25年 1,789 8,597 21,399 46,027 74,811 91,769 98,050 101,687 131,643 125,563 112,428 102,115 72,246 19,619 1,007,743
26年 1,699 8,011 19,656 41,072 72,394 89,524 99,700 100,515 119,877 130,821 115,084 92,301 73,292 22,572 986,518
27年 1,712 7,684 18,293 36,842 68,697 86,130 102,414 100,293 111,792 137,834 108,046 85,366 74,539 24,741 964,383
28年 1,686 7,394 16,751 33,274 64,250 88,638 98,894 100,354 106,612 140,294 102,112 82,803 71,999 27,465 942,526

資料：警察庁運転免許統計
７



３．運転者の確保対策

(1) 労働条件の改善
・ 賃金
・ 労働時間の短縮等

(2) 募集活動の強化
・ 募集の通年化
・ 合同就職説明会の実施
・ 高校への就職説明の実施

(3) 女性の活用
・ 女性向きの勤務ダイヤ（多様な勤務が可能なダイヤ）
・ 女性専用の休憩施設等の整備

(4) 運転免許の自社養成制度

(5) 若年労働力の導入
・ 高校卒業者を採用し、３年間は、整備や事務業務等の仕事、その後運転者に登用

８



４．安全の確保（法令に基づく規制）

９

旅客自動車運送事業運輸規則に基づく、運転者に対する規制

(1) 初任運転者に対する適性診断
● 運転者として新たに雇い入れた者に選任前に受診させる。
（内容）日常の運転状況を聴取し、事故の未然防止のための運転行動の留意点を指導・助言

(2) 初任運転者に対する指導内容及び時間
● 乗合バスの運転者に対しては、下記 ① から ④ までについて合計６時間以上実施
● 貸切バスの運転者に対しては、下記 ① から ⑥ までについて合計１０時間以上実施

下記 ⑦ について２０時間以上実施
① 事業用自動車の安全な運転に関する基本的事項
② 事業用自動車の構造上の特性と日常点検の方法
③ 運行の安全及び旅客の安全を確保するために留意すべき事項
④ 危険の予測及び回避
⑤ 安全性の向上を図るための装置を備える貸切バスの適切な運転方法
⑥ ドライブレコーダーの記録を利用した運転特性の把握と是正
⑦ 安全運転の実技（安全な運転方法を添乗により指導する）



４．安全の確保（法令に基づく規制）

１０

(3) 運行前後の点呼
● 運行開始前の点呼では、疾病、疲労、睡眠不足の状況、酒気帯びの有無、日常点検結果、
携行品の状況などについて確認する。
運転者に問題がある場合は、乗務からはずし、代わりの運転者を乗務させる。

● 運行終了後の点呼では、事故や異常の有無、運転者の疲労状況、運行経路の交通や気象
の状況などについて点呼執行者が報告を受け、酒気帯びの有無について確認する。



４．安全の確保（バス事業者の取組）

１１

１．バス事業者による教育訓練
(1) 初任運転者

① バス運転者としての心構え、アルコール関連の教育、事故事例影像での教育
② 安全運転や事故防止
③ 関係法規、法令遵守に関する教育
④ 運転実技訓練
● 営業用にバスに乗せるに際しては、指導運転者が路上での運転操作、運賃収受、接客等
について、チェックをし、合格した者だけを運転業務に就かせている。

① 安全
● 運輸安全マネジメントによる乗務員に対し安全運転プログラムを作成し、これにより各営業所
で月１回程度定期的に指導を行っている。

● 適性診断の受診、診断結果に基づく個別指導
● ドライブレコーダーの記録を利用したヒヤリハットや危険予知教育及び事故事例の情報を集め
事故防止、安全教育を行っている。

● 異常気象時(台風、集中豪雨)、降雪期における輸送の安全確保についての教育、冬山運
行訓練などを行っている。



４．安全の確保（バス事業者の取組）

１２

② 健康管理
● 定期検診受診結果に基づき、メタボ対策等を指導
● 睡眠時無呼吸症候群(ＳＡＳ)について、スクリーニング検査の実施

２．先進安全装置の導入
● 衝突被害軽減ブレーキ、車両安定性制御装置、ふらつき注意喚起装置、車線逸脱警報装置
などの導入の促進を図っている。



４．安全の確保

１３

注：数値は警察庁統計による

事業用バスの交通事故（第１当事者）の発生状況の推移について



５．免許受験資格要件見直しの要望及び効果

現在、大型第二種免許の受験資格については、21歳以上であり、かつ、原則として普通免許等
を受けていた期間が通算して3年以上であることとされております。

事業用バスの運転免許制度については、昭和31年に第二種免許が導入されて以来、制度の
見直しが行われておりません。
一方この間、バス車両等についての技術革新や安全運行に対するバス事業者の取組みが強化

されております。
また、近時のバス事業経営の最大の課題は、人口ピラミッド構造の変化による人手不足時代が

到来した中で、どのように運転者を確保するかということになっています。
このような状況の変化に対応し、バス事業者による安全対策を前提に、大型第二種免許の受験

資格年齢の21歳かつ普通免許等通算保有期間の3年について、それぞれ19歳かつ1年に引き下
げるようお願いいたします。

１４

要望事項

① 特に高校新卒でバス運転者を志望する若者を増やすことができる。
② 交通インフラとしてのバス路線の運営を維持することにより、運転技術の衰えがみられる高齢者が
公共交通を利用しやすい環境をつくることができる。

効果・目的



平 成 ３ ０ 年 ６ 月 ２ ７ 日

第二種免許制度等の在り方
に 関 す る 有 識 者 会 議

普通二種免許受験資格の緩和要望について

一般社団法人
全国ハイヤー・タクシー連合会

タクシーが つなぐ人の輪 地域の輪

～総合的な安全対策と人材確保・育成対策～

資料２

Administrator
四角形



１．受検資格緩和要望の基本的な考え方と背景

２．人材確保に向けた業界・事業者の取組

３．業界・事業者の交通安全の取組

３受験資格を見直した場合の効果



 要望の背景
① タクシー産業は、労働集約産業であり、良質な労働力の確保が事業推進の根幹。一方で、運輸
業界全体において労働力の確保が年々厳しくなっている。タクシー業界においては、慢性的な運
転者不足と運転者の高齢化が著しく、地域によっては労務倒産などが危惧される状況にある。

② タクシー運転者の高齢化は、輸送力や安全確保の面において影響が懸念されており、慢性的な
運転者不足を解消し、安全性・快適性を今後も確保していくためにも、若年運転者の採用が業界
としての喫緊の課題となっている。

③ しかしながら、タクシー運転者の資格要件である普通第二種免許の受験資格が大きな壁になり、
若年層にとってタクシー運転者という職業は選択しにくいものとなっている。

④ 地域公共交通機関としてのタクシーの安全性、利便性を確保するため、また若年層の職業の選
択の幅を広げる観点からも、タクシー運転者の資格要件である普通二種免許の受験資格の緩和
を要望するものである。

⑤ 若年ゆえの経験不足を起因とする接遇面の未熟さや地理の不案内等、タクシー乗務員としての
素養の問題については、採用後の職場研修の充実・強化等万全の対策を講じる。

普通二種免許受検資格緩和要望の基本的な考え方と要
望の背景

 基本的な考え方
タクシーの総合的な安全対策を向上させることを前提に、普通第二種免許の取
得年齢・経験年数の引下げを要望。

１



① 運転者不足
● タクシー運転者の減少

Ｈ１８年 ３５７，７９４ 人 Ｈ２８年 ２８９，３７３ 人

② 運転者の高齢化の進展
● タクシー乗務員の平均年齢
Ｈ１８年 ５５．３ 歳 Ｈ２９年 ５９．４ 歳

② 普二種免許保有者の減少
● 普二種免保有者（Ｈ１９年以降は中型２種を含む。）
Ｈ１８年 １，１９８，７５８ 人 Ｈ２９年 ９３６，２７２人

③ 普二種免許保有者の高齢化
● ６５歳未満の普二種免保有者（Ｈ１９年以降は中型２種を含む。）
Ｈ１７年 普二免保有者の約５９％ Ｈ２６年 普二免保有者の約４３％

 タクシー運転者数 ２８万９，３７３人 （平成２８年３月末現在 国土交通省調べ）

 平均年齢 ５９．４歳 （平成２９年 厚生労働省「賃金構造基本統計調査」）

タクシー運転者の現況

乗務員の高齢化と採用の困難化

２



Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９

乗務員数 357,794 364,530 372,971 376,399 371,245 353,595 344,382 344,631 324,052 301,911 289,373

車両数（法） 227752 222316 222522 220724 214791 200758 196502 194666 192763 191363 190127 188792

平均年齢 55.3 56.1 56.8 56.2 56.8 57.0 57.6 58.4 58.7 59.0 58.9 59.4
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人 タクシー乗務員と平均年齢の推移（Ｈ１８～Ｈ２９）

乗務員数

車両数（法）

平均年齢

乗務員数は国土交通省調べ（各年３月末現在数）

平均年齢は厚生労働省「賃金構造基本統計調査」（各年３月末現在数）

歳

タクシー乗務員の高齢化（１）★ 慢性的な運転者不足
・ 運転者数は、平成２８年３月末現在２８９，３７３人で、平成１８年に比べ約６万８，０００人減。
・ 平均年齢は、平成２９年３月末現在５９．４歳で、１０年前の平成１８年に比べ４．１歳高くなってい
る。

タクシー運転者の高齢化の現状（１）

３



★ 年齢層別では、６５歳以上７０歳未満の運転者が約２５％を占める。
・ 運転者を年齢層別にみると、６５歳以上７０歳未満が２４．８％と最も多く、次いで６０歳
以上６５歳未満が１７．０％、７０歳以上７５歳未満が１５．６％となっている。

・ 東京地域では、新卒者の採用に努めた結果、２５歳未満の運転者が７４２人で、東京
地域の運転者の１．０％を占めている。

。

タクシー運転者の高齢化の現状（２）

４
運転者数は、平成３０年３月末現在の登録運転者数（都道府県登録実施機関調べ）



★ 定時制乗務員の増加
・ 全国の定時制乗務員数は、５１，３７６人で、全乗務員数の１９．３％を占める。
・ ７０歳以上の定時制乗務員は、２１，１８３人で、全定時制乗務員の４１．２％を占める。
・ 過半数が所定労働時間２０時間以上３０時間未満の勤務。
・ 定時制乗務員は東京、大阪、愛知等大都市部に多い。

＊定時制乗務員とは、週所定労働時間が４０時間未満の運転者をいう。
＊平成２９年３月 全国ハイヤー・タクシー連合会調べ（有効回答数約９４％）
＊乗務員数は、事業者の報告によるもので、運転者登録数とは異なる。

タクシー運転者の高齢化の現状（３）

～39歳 40～49歳 50～59歳 60～64歳 65～69歳 70～74歳 75歳～ 全乗務員

正規乗務員数 9,841 28,991 59,494 48,234 48,582 15,960 3,525 214,627

定時制乗務員数 356 1,054 2,370 4,729 21,684 16,049 5,134 51,376
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★ 普通二種免許保有者の減少と高齢化
○ 平成１８年以降、普通二種免許保有者が毎年約１万人から約３万人減少

平成１６年 １１９万５，７５８人 → 平成２９年 ９３万６，２７２人
○ 普通二種免許保有者の高齢化。６５歳以上保有者が、

平成１８年 ４０．６％ → 平成２９年 ５７．０％

運転者の採用の困難化（１）

平成１９年以降は、中型二種免許を含む。

Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ29

６５歳以上保有者 487,253 498,100 508,958 514,911 509,023 509,430 525,411 538,661 549,515 550,358 544,726 533,718

６５歳未満保有者 711,515 686,301 659,868 644,976 628,242 602,833 561,435 521,061 480,212 448,271 422,585 402,554

普二保有者合計 1,198,768 1,184,401 1,168,826 1,159,887 1,137,265 1,112,263 1,086,846 1,059,722 1,029,727 998,629 967,311 936,272
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６



１．受検資格緩和要望の背景

２．人材確保に向けた業界・事業者の取組

３．業界・事業者の交通安全の取組

３受験資格を見直した場合の効果



① イメージの向上
・ タクシー運転者のイメージ改善を図るため、若年層・女性を主な対象として、職業とし
てのメリットや魅力をＰＲするためのフォーラム、キャンペーン等の実施。

② 学校関係者へのアピール
・ 高校・大学等の就職活動担当者等に対し、タクシー運転者のメリットや魅力、キャリア
パスについての情報提供。

③ 就職サイト・就職イベント等の活用
・ 就職ナビ、就活ラボ、マイナビ等の活用や合同企業説明会への参加。
・ 就職イベント等の機会を活用し、実際に従事している若年層・女性のタクシー運転手
との意見交換会の開催。

④ 新卒者の家族の理解促進
・ 実際にタクシー運転者として活躍している若年層・女性について、行政機関のホーム
ページ等も活用して紹介し、タクシー運転者のメリットや魅力、やりがい等について、新
卒者やその家族の理解を促す。

積極的な採用活動の展開

７

★ ポジティブな面についても積極的にＰＲ
タクシー運転者は、長時間労働や事故の危険性などマイナスのイメージを持たれがち
であるが、他産業に比べて柔軟な勤務形態を選べることや、努力次第では同年代に比
べて高収入を得られること等のポジティブな面についても積極的にＰＲすることにより、
若い世代にとっても将来にわたって魅力ある職業として位置づけられるよう、取り組みを
重ねていく。



① 雇用環境・キャリアアップの透明化
新卒者が、タクシー事業における勤務環境や、１０年、２０年勤続した場合のキャリア

をイメージできるよう、長期勤続者を対象として処遇、キャリア構築のための教育訓練
制度等について情報提供を行う。

② スキル取得によるメリットの付与
観光、外国語、手話、福祉等タクシー運転者のスキル取得に対する処遇面でのメ
リット制の導入について検討を行う。

③ 職場施設の美化・充実
トイレや更衣室など事業所の施設面での勤務環境が若年層・女性の職業選択の

ネックとならないよう、その整備・充実・美化等施設面の改善に取り組む。

④ 多様な勤務体系の検討
現在、タクシー事業において普及している歩合給制や日勤・隔日勤務といった勤務
体系にとらわれない、固定給制、短時間勤務等多様な働き方や、賃金に係る諸問題
について検討する。

勤務・キャリア構築の環境改善・透明化

８

★ スキルに対する適切な評価・キャリアアップ構築の透明化
運転者が自らの職業に対して「やりがい」を実感し、日々の業務に取り組むことは、利
用者サービスの高い水準の確保にもつながる。このため、運転者のスキルに対する適切
な評価や、キャリアアップ構築の透明化を促進する。



新卒者・若年運転者をサポートする体制づくり

① 営業所長等管理者の意識改革
新卒者・若年運転者採用の目的や、会社の将来ビジョンを営業所長等の管理者が
共有し、新卒者・若年運転者を組織でサポートする体制づくりを進める。

② グループリーダーによる自主的な小集団活動
小集団活動を活用し、仕事以外での新卒社員同士のコミュニケーションを図り、一人
で悩まない環境を整備する。

③ メンター制度の活用
数年タクシー乗務を経験した若手社員を新卒採用担当、採用後のメンターとして配置
し、新卒新入社員に対する働き方のアドバイスや精神的なフォローを行う。

★ メンタル面も含めたサポート体制の構築
新卒採用直後の運転者は、２種免許は取得したがペーパードライバーなので運転の

不安や、地理が覚えられるか、接客がうまくできるかという不安を抱えている。こうした不
安を解消し、メンタル面も含めたサポート体制を構築する。

９



① （一社）東京ハイヤータクシー協会
大学新卒者向けに、ＨＰに「新卒ドライバーとして活躍しませんか！」を掲載。

新卒者採用に向けた協会・事業者の取組み

１０



② ホームページに新卒採用サイト開設

日の丸交通株式会社（東京）

日本交通株式会社（東京）

第一交通産業（福岡）

株式会社十勝中央観光タクシー

１１



③ 国際自動車（株）
WEBメディア「BUSINESS INSIDER JAPAN」で国際自動車の新卒採用が紹介されました。

社長や副社長が大学に足を運んで説明したり、毎月｢オープンカンパニー｣として
学生や親を営業所に呼んで質問を受けたりするうちに、徐々に理解が得られるよう
になってきたという。面倒なエントリーシートをなくし、アルバイト先から面接に直行
できるよう私服での就活もOKにした。
結果、2015年111人、2016年84人、2017年131人と新卒ドライバーの採用者は大
幅に増えている。大卒で就職後3年以内に離職する人の割合は約30%だが、国際
自動車の場合は半分の15%。採用段階から｢赤裸々に｣話し合うことでミスマッチも
少なく、入社後、総合職への変更もできるが、希望者はあまりいないそうだ。

新卒ドライバーの不満や意見を受けて、多くの改革も進めた。以下はその一部
だ。
1、車両にガラスコーティングを施し、洗車の時間を減らした

２、【業界初】つり銭をドライバーが用意する慣習を撤廃し、｢つり銭貸出システム｣を
導入

３、【業界初】｢運送約款｣を変更し、車内でセクハラ・モラハラがあれば損害賠償請
求できるように、また、口頭で注意しても行為が止まなければ輸送を中断できるよう
にした
４、車内専用の臭い消しスプレーを開発
1と2はドライバーの負担を軽減、3は女性ドライバーを守るため、4は女性ドライバー
が増えたことで｢おじさんドライバーの臭い｣に気づいた結果だという。

入社式で西川洋志社長は配車アプリの乱立や、自動運転の開発を挙げ、｢タク
シー業界の中で大きなうねりが襲ってきている｣と表現した。そしてこう問いかけた。

｢我々は非常に重要な仕事をしています。人命を預かり、かけがえのない輸送を
行っている自負を持っています。 IT、IOT、AIに人が使われてはいけません。目指さ

なければならないのはお客様とのコミュニケーションが取れる乗務社員であること。
一番大切にしているホスピタリティはずっと続けていかなければなりません｣

＊「BUSINESS INSIDER JAPAN」から引用

１２



１．受検資格緩和要望の背景

２．人材確保に向けた業界・事業者の取組

３．業界・事業者の交通安全の取組

４．受験資格を見直した場合の効果



 ハイタク事業における総合安全プラン２０２０の推進

 交通安全マネジメントの普及

１３

タクシーの総合的な安全対策

Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｈ３１ Ｈ３２

交通事故件数 20764 20851 20250 19183 17,750 14,792 13,655 12,315 12,008 10,537 9,649 8,760

死亡事故件数 42 36 37 44 34 39 45 43 37 33 28 23
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ハイタク事業における総合安全プラン２０２０

（平成２９年９月策定）
◆平成３２年までに

交通事故件数を ８，７６０件以下に

死亡事故件数を ２３件以下に

◆ 飲酒運転ゼロ

プラン最終年

（平成３２年）

＊平成２９年以降の点線部及び赤字枠内は、各年の目標値である。

プラン策定年

（平成２９年）

平成２９年６月に、国土交通省に設置され
た「事業用自動車に係る総合安全対策検討
委員会」において、事業用自動車総合安全
プラン２０２０」が策定され、２０２０年東京オ
リンピック・パラリンピックに向け、ソフト・
ハード両面から、削減目標を定めて、事業
用自動車に係る事故の削減に取り組むこと
が必要であるとの提言がなされた。

全国ハイヤー・タクシー連合会において
も、本提言を踏まえ、平成２９年９月に、「ハ
イタク事業における総合安全プラン２０２０」
を策定し、平成３２年までに死亡事故件数２
３件以下、人身事故件数８，７６０件以下と
の目標を掲げ交通事故の抑止、飲酒運転
の根絶に向けて全力で取り組むこととした。

「運輸安全マネジメント」とは、乗客輸送の安全の確保が
最も重要であるということを社長から現場の運転者まで共
通の認識として持ち、安全性向上のための計画を策定し
て実行し、その効果を評価・チェックし、改善ポイントを整
理し、さらに改善計画を実施するという取組み（PDCAサイ
クル)を行い、常に事業者全体の安全の確保、向上を継続
的に行う仕組み。



 車両安全対策の強化
〇 ２０１７年１０月にトヨタから被害軽減ブレーキ等の標準的安全システムの装備したタクシー専用車両（JPN 

TAXI)が発売がされた。東京タクシー業界では、2020年の東京オリンピック・パラリンピック開催までに、都内

のタクシー約5万台のうちの2割にあたる1万台の導入を目指している。

全国タクシー
約６万台

モタク
約６千台

らくらくタク
シー

約１万7千
台

スマホdeタッ
くん約９千台

LINEタク
シー

約１万6千
台

〇 デジタルタコメーター等運行管理支援システムの整備・普及。
デジタルタコメーターによる運行管理・労務管理

〇 ドライブレコーダの更なる普及と、これを活用した安全教育の推進。
事故・ヒヤリハット映像からの教育への活用、事故再発防止、ブレーキタイミングなど運転操作の指導等。

セーフティ・サポートカー

ぶつからないをサポート（プリクラッシュセーフシステム）

はみださないをサポート（レーンディーチャーアラート）

夜間の見やすさをサポート（オートマチックハイビーム）

１４

 スマホアプリを活用した配車システムの高度化。



 新卒者採用後の教育・研修制度等（検討）

〇 新卒者教育研修カリキュラムの作成（試案）

【外部研修】
・ 運行管理者講習（独法 自動車事故対策機構）
・ 観光、語学、介護等業務に資する研修
・ 旅客自動車の運転に関する教習（自動車教習所）

【社内研修】
・ 指導員添乗による実車運転訓練
・ 指導員の補助者として乗務し、営業区域内の地理及び客との接遇等を実習
・ 運行管理者業務の補助等
・ その他タクシー乗務員として必要な知識、技能の習得

１５

〇 現行の初任運転者に対する研修等

【道路運送法令に基づく初任者研修等】
・ タクシー業務適正化特別措置法施行規則第３条の２
タクシー運転者登録時講習（現行２日以上の講習）

・旅客自動車運送事業運輸規則第３６条２項
初任運転者研修（現行１０日以上の研修等）

【 事業者独自の初任運転者研修（任意）】
・法定の研修のほかに、事業者により期間は異なるが、指導員が添乗しての実地研修を実施。



１．受検資格緩和要望の背景

２．人材確保に向けた業界・事業者の取組

３．業界・事業者の交通安全の取組

４．受験資格を見直した場合の効果



普通二種免許受験資格緩和による新卒採用の効果

 タクシー業界のイメージ改善
・ 高齢者、退職者が多いという負のスパイラルへの歯止め。
営業所が明るい雰囲気に変わり、営業所が活性化。

・ キャリア（中途採用者）が増加し、低年齢化が図れる。
・ タクシーサービスの質の向上。
お客様からの感謝の言葉は１０年未満の若いドライバー

・ 業界の意識改革が図れる
新卒者の意見により、業界の常識とされてきたことが非常識であると再認識

 総合生活移動サービス産業へと飛躍するための主軸となる人材の確保

利用者の個々のニーズにこたえる新しいサービスの展開
・妊婦応援タクシー
陣痛時の対応についての研修を受けた乗務員がかかりつけの病院までお送りする
サービス、

・育児支援タクシー」
チャイドルシート等を備え、お子様だけでも乗車できるサービス

・ケア輸送サービス
高齢者や障がい者等手助けが必要な方の外出を支援

・乗合タクシー
交通空白地等における地域住民の日常生活の移動手段の提供 １６



 地域公共交通機関としての機能の維持・確保
タクシーは、地域公共交通機関として地域住民の日常生活の足としての役割を担っているが、地
方部では、慢性的な運転者不足と運転者の高齢化により、輸送力や安全確保の面において影響が
懸念されている。受験資格の緩和により若年者層の雇用が可能になることにより、地域公共交通機
関としての機能の維持・確保ができる。

 新卒採用の促進

〇 経験年数の緩和により、大学新卒の採用の増加が見込める。

〇 年齢引き下げにより、高校、専門学校新卒及び働きながら学ぶ２部制大学生の採用
増加が見込める。

【現状】
・ 法人タクシー登録運転者数 ３５０，３１３人（平成３０年３月末）
・ ３０歳未満の運転者数約４，６００人（平成３０年３月末登録運転者数の約１．３％）
・ 平成２８年度新卒採用者数 全国 ２５都道府県 １１４事業者 ７８０人

①東京都 ６０８人 ②京都府 ６７人 ③岡山県 １５人 ④大阪府１２人
⑤愛知県 １１人 ⑥福岡県 １０人 ⑥長野県 １０人 その他道府県４７人

＊新卒者 学校卒業後概ね３年以内の者をいう。
＊ 登録運転者数は、運転者登録実施機関調べ

【目標】
受験資格緩和後３ヵ年で、３０歳未満の運転者を全運転者の３％ 約１０，０００人
とする。

＊２８年度末ベースで換算すると、緩和後３ヵ年で約６，０００人増（各年約２，０００人増）となる。
１７
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本日のコンテンツ

目的

コンテンツ

Ⅰ. 若年者の就職に対する考え方と求める労働条件・環境
Ⅱ. 人材獲得のためのポイント
Ⅲ. 今後の業界や運転手に期待されること
Ⅳ. 必要な能力

若年者採用と定着に向けた取り組みに向け
まずは、現状と期待を整理する
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Ⅰ. 若年者の就職に対する考え方と
求める労働条件・環境
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対象となる人材像

従来・・・対象のメインは中・高校卒

0歳 3歳 6歳 15歳 18歳 22歳 60歳 83歳

保育園 小中 高校 専門 大学

学び

①進学
（高校）

引退期間

65歳

②就職

②就職

③他業界に就職 ④転職

従来の求める人材像

高校卒の
若年層を
獲得したい

①進学
（大学） ②就職

①進学
（専門） ②就職

『労働市場の変化』 や 『若年層の志向性変化』 の影響が大きい
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進路選択の変化
高卒者の大学進学率は急激に上昇後、上位安定で54.8％

就職率は急下降後、若干、上昇に転じたものの17.7％

出典：文部科学省平成29年12月22日報道発表資料「平成29年度学校基本調査（確定値）の公表について」
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卒業後の進路

中学卒業後はほぼ進学。高卒採用も競争が激しい

1,161,737 

819,131 

75,560 

3,933 人

188,905 人

465,170 人

8,859 

56,340 

82,740 

0

200000

400000

600000

800000

1000000

1200000

1400000

中学卒業後 高校卒業後 大学・短大卒業後
進学者（専修学校等を含む） 就職者 その他

進学先別進学者と就職者数

出典：文部科学省 「文部科学統計要覧（平成28年版）」

（人） 中卒就職

高卒就職

大学・短大卒就職

（74.6％）

（17.7％）

（0.3％）

専修学校等
卒業者



高齢化の推移と将来推計

18～20歳は、65年で133万人減。今後35年で約119万人

7

2015年
366万人

1950年
18～20歳
499万人

2050年
247万人2020年

350万人
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15～24歳 25～34歳 35～44歳 45～54歳 55～64歳

2018年4月
4.1%

(15～24歳)

他の世代と比べ若年層の失業率が最も高いが、急激に改善
高卒3年以内離職率も約5割から4割に改善

年代別 完全失業率

年代別の失業率

8出典： 総務省統計局 労働力調査（基本集計）



高卒就職者の3年以内の離職率は40.8％

新規学卒就職者の離職率

9出典：厚生労働省「新規学卒就職者の離職状況（平成26年3月卒業者の状況）」



出典：警視庁「運転免許統計」及び総務省「人口動向統計」から作成

30歳以下の自動車免許保有率は低下

自動車免許保有率の変化

10

若者の「クルマ離れ」

注1:2001年と2015年の男女差は、男性の値から女性の値を引いたもの
注2:2015年と2001年の差では、男性と女性で低下したものに赤字 男女差は、2015年男女差より2001年男女差を引いた値であり、マイナスの場合は男女差が縮小していることになる

16～19 35.8 21.7 14.0 23.3 16.7 6.6 △12.5 △5.1 -7.4
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ドライバー希望は約1割（高校生10.6％）2013年調査

今後やりたい職種

出典：ジョブズリサーチセンター「求職者の動向・意識調査2013＜全国版＞
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労働力人口の減少

従来の求める人材像と社会の現状まとめ
全国的に人材不足。慢性的な採用難の現状

且つ、若者のクルマ離れによる整備業への就業意識の低下

少子高齢化

人口減少

完全失業率低下

有効求人倍率上昇

若年層の
労働力が減少

慢性的な採用難

人の奪い合い

若者

クルマ離れ

他業界に
流れる

1. 供給源が縮小

2.人気も懸念

短専門・大学進学率増加

問題

中高生のボリュームは
かなり少ない
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Ⅱ. 人材獲得のためのポイント
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残業時間の許容範囲（新入社員）
許容できる１ヶ月の残業時間は

「～30時間」 7割、「～20時間」 4割強
残業時間の許容範囲

３月２８日から４月１２日まで、本学の産能マネジメントスクールが開催する「新入社員セミナー」に参加した１３１社５２３人の新入社員を対象に実施し、
５１９人（男性３５６人・女性１６３人）から有効回答

出典：学校法人 産業能率大学 「2017年度 新入社員の会社生活調査」

計68.0%
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転勤に対する意見（新入社員）

無条件にOKは、４人に1人

転勤に対する意見
３月２８日から４月１２日まで、本学の産能マネジメントスクールが開催する「新入社員セミナー」に参加した１３１社５２３人の新入社員を対象に実施し、
５１９人（男性３５６人・女性１６３人）から有効回答

出典：学校法人 産業能率大学 「2017年度 新入社員の会社生活調査」

計24.7%
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仕事を選ぶ際の重視項目（35歳未満）
他の世代より、「勤務日数」「就業形態」「給与」
「福利厚生」「評価、昇給制度」の重視度が高い

他の世代より若年層が高い

若年層の仕事を選ぶ際の重視項目
最近１年間に仕事を探した時の重視度：“絶対条件である”の割合
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出典：リクルートジョブズ 「求職者の動向・意識調査 2017」
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+4.6pt
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+4.6pt 全体に比べて

+5.1pt
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+5.1pt 全体に比べて
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+6.6pt
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+9.5pt
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+4.6pt
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+4.6pt



若年層（20代以下）：n=9323

1.2%

9.2%

10.5%

10.6%

15.5%

24.2%

28.8%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35%

出世重視

成長重視

楽しさ重視

プライベート重視

収入アップ重視

安定重視

やりがい重視

仕事に対しては、「やりがい」「安定」を重視

若年層の仕事に対する考え方

17

仕事に対する考え方（若年~29歳）

出典：リクルートジョブズ 「求職者の動向・意識調査 2013」



出典：独立行政法人 労働政策研究・研修機構 『若年者の離職状況と離職後のキャリア形成（若年者の能力開発と職場への定着に関する調査）』 2017

離職理由（新卒3年以内）

18

1位「労働時間・休日・休暇の条件がよくないため」
2位「肉体的・精神的に健康を損ねたため」は1/3人

34.3%

33.2%

29.7%

25.8%

23.4%

22.3%

19.1%

18.7%

15.3%

12.4%

10.7%

6.1%

5.1%

3.7%

1.0%

1.8%

29.9%

34.0%

27.5%

1.9%

29.9%

26.4%

17.1%

24.3%

19.4%

22.5%

16.0%

10.9%

3.5%

6.7%

7.0%

2.3%

肉体的・精神的に健康を損ねたため

労働時間・休日・休暇の条件がよくなかったため

人間関係がよくなかったため

結婚・出産のため

自分がやりたい仕事とは異なる内容だったため

仕事が上手くできず自信を失ったため

ノルマや責任が重すぎたため

賃金の条件がよくなかったため

会社に将来性がないため

キャリアアップするため

希望する条件により合った仕事が他に見つかったため

学校で学んだことや、自分の技能・能力が活かせられなかったため

通勤困難であるため

倒産、整理解雇又は希望退職に応じたため

介護・看護のため

その他

女性（n=627） 男性（n=432）「初めての正社員勤務先」を離職した理由） （MA、性別、新卒３年以内離職者）



人材獲得のポイントまとめ

19

高校生・若年（新卒）者

離職理由は「労働時間・休日・休暇」「健康を損ねた」

学校と親に選ばれる
ことが重要

地域と密着した
採用活動を強化

社会への貢献を
前面にアピール

ニーズにマッチする
職場環境の構築

労働条件の見直し

教育の充実と
キャリアパスの整備

ポイント

進路決定の参考は「将来就きたい仕事」「就職先の雰囲気」

「高校の先生」と「母親」の影響が強い

「社会のために貢献したい」 72.7%

「勤務日数」「給与」「福利厚生」「評価、昇給制度」等を重視

仕事に対しては「やりがい」「安定」を重視

残業時間の許容範囲は、7割が30時間以下

無条件に転勤OKは4人に1人

高
校
生

若
年
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Ⅲ. 今後の業界や運転手に期待されること



（再掲）高齢化の推移と将来推計

急激な高齢化。2025年には1/3人が65歳以上

21

2015年
65歳以上
3,393万人

1950年
65歳以上
416万人

2050年
65歳以上
3,768万人

2020年
65歳以上
3,622万人



22出典：観光庁「訪日外国人消費動向調査」、日本政府観光局「国籍/月別 訪日外客数」

インバウンド需要の増加と技術革新

訪日外国人の消費は年間4兆円を超え、8割は個人旅行
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個別手配
71.4%

個人旅行
パッケージ

団体ツアー
19.5%

旅行手配方法（2017年）

9.2%

8割が個人旅行

年間4兆円超

（億円）（万人）

ワールドカップ、オリンピック・パラリンピック等の大型イベント
他にも、IT・技術の急激な進化
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「新しいタクシーのあり方検討会」より

3本柱「生産性の向上」、「サービスの向上」、「安全・安心の向上」

「生産性の向上」 （３）人材の確保・育成
タクシーが重要な公共交通機関の一つとして持続性を確保するためには、
創意工夫を通じた事業活性化により生産性向上を図る必要があり、
この際重要となるのは事業を支える人材である。

■新卒・女性等、多様な人材の採用拡大への取組
1.従業員それぞれの多様な働き方を実現する勤務・賃金形態等の労働環境の整備。
2.求職者に対して分かりやすい情報提供が重要。
多様な人材の確保には、タクシー運転者という職業が以下であることを伝える。

－外国語や観光、福祉等の専門スキルが生かせる
－育児・介護等とも両立可能なフレキシブルな勤務体系を組むことが可能
※新卒者には、職場情報の提供、経営人材としてのキャリアパス等の提示が重要

＜具体的取組＞
・短時間勤務や固定給制度等の採用等（女性運転者数約 7,000 人（H27 年 3 月））
・分かりやすい職場情報の提供（H26 年度新卒採用 172 人）
・女性タクシー運転者の新規就労・活躍促進に関する調査（H27 年度予算事業）
・運転者のスキル向上・バリアフリー、観光、英語等に係るドライバー研修の実施
例）ユニバーサルドライバー研修修了者（全国）約 14,000 人（H27.3 月時点）
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Ⅳ. 必要な能力



成果

行動

経験年数要件

年齢要件（案）
主に「適切な運転行動に係る判断に必要な自己制御能力」を担保する
様々な運転環境、精神的負担が大きい状況下でも、安全確保を最優先にするための
「感情制御する能力」や「客観的に自己評価する能力」等。

トレーニング
シュミレション体験

●成果創出モデル

コンピテンシー

専門知識
技術 指向実践的

能力
経験により獲得されたもの（育成可能）

性格知的
能力

基本的な資質（育成困難）

仕事
内容

組織文化・
職場風土

人事
制度

マネジメント・
上司

必要要件の検討

28

主に「危険予測・回避能力」を担保する

●旅客の安全を確保するために

・・・適切に育成することが必要

・・・適切に測定することが必要

安全管理・・・等
知識

運転技術



バス乗務員の特性および免許取得
要件である年齢・経験について

交通心理学の立場から

第二種免許制度等の在り方に関する有識者会議（2018/6/27）資料 大阪大学 中井宏

資料４



年齢要件―年齢と技能
関西のとある指定自動車教習所における普通一種の卒業検定パフォーマンス

1895名（18歳524名、19歳434名、20歳397名、21歳259名、22歳164名、23歳74名、24歳43名）

免許取得時の年齢で見ると、少なくとも卒検時には、運転技能（専門家評免許取得時の年齢で見ると、少なくとも卒検時には、運転技能（専門家評
価とメタ認知）に大きな差異は見られない。

※ただし、卒検までに要した教習時限数は異なる可能性アリ

第二種免許制度等の在り方に関する有識者会議
（2018/6/27）資料 大阪大学 中井宏 2



年齢要件―年齢と事故
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経験1年未満 経験1年～2年 経験2～3年 経験3～4年

2018年4月25日会議 参考資料10より作成

使用データ：2当無過失事故件数で除した年齢別・運転経験年数別自家用普通乗用車
による第1当事者人身事故率（平成20～29年平均）

卒検時のスキルに差はなかったが、1年未満の事故リスクは18～20歳で高い

運転経験とともに、年齢の影響は徐々に小さくなる傾向（傾きが平坦に）

第二種免許制度等の在り方に関する有識者会議
（2018/6/27）資料 大阪大学 中井宏 3



若者の事故―交通心理学の知見から

運転経験の少なさ
初心者に多い事故の特徴

• 同乗者あり、人口集中地区、高速道路・自動車専用
道路、初めて通行する道路、初めて運転する車、急
ハンドルなど

若さ
人格の未熟さ

• 規範意識の低さ、セルフコントロールの弱さ、刺激
追求など

ライフスタイル
• 車を使っての友だち付き合い、夜間の運転など

松浦常夫 (2005)「初心運転者の心理学」、松浦常夫 (2014) 「統計
データが語る交通事故防止のヒント」などから

第二種免許制度等の在り方に関する有識者会議
（2018/6/27）資料 大阪大学 中井宏 4



若者の事故―事故類型

使用データ：2008～2012年に香川県、佐賀県、静岡県で発生した人身事故
（327,060件）のうち、第1当事者が普通・軽乗用車で18歳～29歳の68,882件

第二種免許制度等の在り方に関する有識者会議
（2018/6/27）資料 大阪大学 中井宏 5



若者の事故―昼夜別
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使用データ：2008～2012年に香川県、佐賀県、静岡県で発生した人身事故
（327,060件）のうち、第1当事者が普通・軽乗用車で18歳～29歳の68,882件

第二種免許制度等の在り方に関する有識者会議
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感情と運転
ネガティブ感情（特に怒り）と運転との関連
を検討した研究は多い

怒りを感じる頻度：運転中＞運転以外の場面
（Parkinson, 2001)

怒りにまかせた攻撃的反応：怒りの程度が同じで
も、運転中＞非運転中（Chapman, Evans, Crundall, & 
Underwood, 2000)

シミュレータ運転中に、思い通りの運転を妨げる
イベントを発生させると、速度を落とさざるをえ
なかったドライバーほど、怒りとイライラを高く
報告し、イベント後により加速（Stephens & Groeger, 
2006; 中井・臼井, 2012）

匿名性（anonymity）と意思疎通の難しさ（lack of 
possibilities to communicate）

第二種免許制度等の在り方に関する有識者会議
（2018/6/27）資料 大阪大学 中井宏 7



バス乗務員に求められる資質

健康面や離職率、早期退職の面で、バス乗
務員は厳しい職業の一つ（Tse, Flin, & Mearns, 

2006)

バス乗務員が日常的に行う3種の業務は、心理
社会的に大きな負担を強いる

• 安全に運転すること、ダイヤに従うこと、礼儀正し
く振る舞うこと

✧感情労働（Hochschild, 1983）

• 仕事上の必要に応じて、自分の感情をコントロール
しなければ務まらない仕事

– 感情抑制にエネルギーを費やす⇒ストレスとなり、抑う
つ、バーンアウトに繋がる可能性の他、運転そのものにも
悪影響があるだろう

第二種免許制度等の在り方に関する有識者会議
（2018/6/27）資料 大阪大学 中井宏 8



バス乗務員におけるストレスとその影響
関西の民営バス会社乗務員313名への質問紙
調査結果から

男性300名、女性4名、不明9名
• 平均年齢41.7歳（23–64歳）
• 大型二種免許保有年数平均7.9年（3ヶ月–45年）

ストレスは6種類
他車の不安全行動に対する怒り、乗客からの苦情
に対する苛立ち、定時運行への焦り、事故不安、
乗車行為に対する苛立ち、乗車モラルに対する怒
り

影響は4種類
注意力への影響、接客対応への影響、車両操作へ
の影響、他車関係への影響

中井 宏・小川和久 (2014) バス乗務員の心理的ストレス反応の構造 ―感情コント
ロール教育のために― 心理学研究, 85(4), 373–382.

第二種免許制度等の在り方に関する有識者会議
（2018/6/27）資料 大阪大学 中井宏 9



どのストレスが強いか？

全体的に高い傾向で、その中でも「事故の不安」、「苦情に対
する苛立ち」、「乗車モラルへの怒り」は高い

第二種免許制度等の在り方に関する有識者会議
（2018/6/27）資料 大阪大学 中井宏

中井 宏・小川和久 (2014) バス乗務員の心理的ストレス反応の構造 ―感情コントロール
教育のために― 心理学研究, 85(4), 373–382.

10



どういう影響が出やすいか？

ネガティブな感情による業務への影響は概して低いものの、接
客やペダル操作には影響することもある

第二種免許制度等の在り方に関する有識者会議
（2018/6/27）資料 大阪大学 中井宏

中井 宏・小川和久 (2014) バス乗務員の心理的ストレス反応の構造 ―感情コントロール
教育のために― 心理学研究, 85(4), 373–382. 11



乗務員をクラスター（グループ）に分類
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教育のために― 心理学研究, 85(4), 373–382. 12



クラスター別に見たストレスの影響
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中井 宏・小川和久 (2014) バス乗務員の心理的ストレス反応の構造 ―感情コントロール
教育のために― 心理学研究, 85(4), 373–382.
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クラスター別の年齢差・経験差
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バス乗務員におけるストレス

ストレスは、バス運行業務へ負の影響を及
ぼす

他車への怒り⇒他車への行動に

乗客への苛立ち⇒接客対応に

焦り⇒認知的エラー、接客対応、ペダル操作に

バス乗務員にとって、「焦り」をコント
ロールする技能は特に重要！

第二種免許制度等の在り方に関する有識者会議
（2018/6/27）資料 大阪大学 中井宏 15

中井 宏・小川和久 (2014) バス乗務員の心理的ストレス反応の構造 ―感情コントロール
教育のために― 心理学研究, 85(4), 373–382.



バス乗務員における感情制御

ストレス反応によるクラスタリングと個人
属性

6集団へ分類された
• 全体的な高低、乗客への苛立ち高、焦り高…

相対的に年齢が高く、経験が長い乗務員ほどス
トレスを軽減する何らかの対処法を有する可能
性はあるが、年齢や経験の影響は限定的

• 様々な情動焦点型コーピングを行えるようになり、
若い頃や経験が浅い頃にはネガティブ感情を生起し
たような事象に対しても、ストレス反応を制御でき
るようになるのではないか

第二種免許制度等の在り方に関する有識者会議
（2018/6/27）資料 大阪大学 中井宏

中井 宏・小川和久 (2014) バス乗務員の心理的ストレス反応の構造 ―感情コントロール
教育のために― 心理学研究, 85(4), 373–382. 16



要点のまとめ
バス乗務員に求められる資質

ある程度の運転経験を要するもの
• 安全に運転すること、ダイヤに従うこと

– 大型二種取得後の数年間は事故リスクが高い

⇒採用先の企業における初任者教育の徹底

ある程度の社会経験（年齢）を要するもの
• 安全に運転すること、ダイヤに従うこと、礼儀正しく振る舞

うこと
– メタ認知能力（自身の認知や行動などへの認知；周囲への配慮や感

情制御など）

⇒適性診断の結果などを踏まえながら、共感性の醸成、衝動性
の抑制、時間圧への対処法などを教習の中で養成するカリ
キュラム

✧ 二種免取得後の事故・違反歴（内容に応じて）に
よっては、初心者講習に類するものを課す？

第二種免許制度等の在り方に関する有識者会議
（2018/6/27）資料 大阪大学 中井宏 17
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 資料５  

 

第１回 第二種免許制度等の在り方に関する有識者会議 

議事概要 

 

１ 開催日時 

平成30年４月25日（水）14：00～16：30 

２ 開催場所 

三田共用会議所 第２特別会議室  

３ 出席者 

(1) 有識者委員 

   宇佐川 邦子  株式会社リクルートジョブズジョブズリサーチセンター長 

   大久保 堯夫  日本大学名誉教授 

   川端  由美  自動車ジャーナリスト 

   川本  哲郎  同志社大学法学部教授 

   瀬川  誠   株式会社山城自動車教習所交通教育センター長 

   高橋  信行  國學院大学法学部教授 

   中井  宏   大阪大学人間科学研究科准教授 

   藤田  悟郎  科学警察研究所交通科学部付主任研究官 

(2) 警察庁 

     桝田  好一  交通局長 

     早川  智之  交通局運転免許課長 

 (3)  関係省 

吉永  隆博  国土交通省自動車局安全政策課長 

金指  和彦  国土交通省自動車局旅客課長 

４ 議事概要 

 (1) 開会 

   警察庁交通局長から開会に当たっての挨拶。その後、事務局から構成員を紹介。 

(2) 議事 

ア 事務局等説明 

事務局から資料１～２及び参考資料１～７，９～10に基づき説明。 

国土交通省自動車局旅客課長から参考資料８に基づき説明。 

イ 平成30年度における検討の進め方（案） 

事務局から資料３に基づき説明。 

ウ 自由討議 

主な発言は次のとおり。 

○ 総論 

    ・ 安全運転をするためには、基礎となる人（運転者）の精神的な能力に加え、知識

や運転技能が必要であり、これらを総合的に養成することができるような仕組みを

検討していく必要があるのではないか。また、少子高齢化が進む中で、旅客自動車

運送業界に若者が魅力を感じ、同業界で働きたいと思うために必要なことも併せて

検討していく必要があるのではないか。 
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    ・ 第二種免許を取得したことだけではプロの運転者であるとはいえないと考えられ

るため、免許取得後の企業内研修や運輸安全マネジメント等も考慮して検討してい

く必要があるのではないか。 

    ・ 第二種免許取得時において、旅客自動車の運転者として不適格である者を漏れな

く排除することは難しいだろうが、免許取得後に危険性が明らかになった者に対し

ては厳しい措置を取ることを併せて検討すべきではないか。 

    ・ 運転に慣れてきたときに事故を起こさないよう、定期的に旅客自動車の運転者と

しての自覚や初心を想起させるような仕組みについて検討することも必要ではない

か。 

 

   ○ 年齢要件関係 

    ・ 若年者の中には、自己制御（セルフ・コントロール）ができない者がいる一方、

若年者は可塑性に富んでいることから、教育や訓練等によって変わっていく可能性

が大きいのではないか。 

・ 自己の運転技能を過大評価することや感情制御がうまくできないことが、安全運

転という観点では弊害になり得る。 

    ・ 年齢要件によって担保されている資質を整理する上では、ストレス・マネジメン

トができるかどうかという点にも着目すべきではないか。 

    ・ 教育では、いかに自己の運転技能や性格、事故の恐ろしさ等を認識させられるか

ということが重要ではないか。 

    ・ 事故分析や実験結果等、様々なエビデンスに基づいて年齢要件の見直しの適否を

検討していく必要があるのではないか。 

 

                                              （以上）    



資料６

旅客自動車等による交通違反分析

平成 3 0年６月

警察庁交通局



主な違反行為の一部について

○ 通行禁止違反（法第８条第１項）

道路標識等により、通行を禁止されている道路又は通行を禁止されてい

る道路の部分を通行してはならない。

○ 指定通行区分（法第35条）

車両通行帯が設けられている道路において、交差点で進行する方向によ

り車両の通行の区分が指定されている場合、当該通行区分に従い当該車両

通行帯を通行しなければならない。

○ 指定場所不停止（法第43条）

交通整理が行われていない交差点又はその手前の直近において、道路標

識等により一時停止すべきことが指定されているとき、具体的な危険の有

無にかかわらず、停止線（停止線がない場合は交差点の手前）で一時停止

しなければならない。

○ 横断禁止違反（法第25条の２）

車両は、歩行者又は他の車両等の正常な交通を妨害するおそれがあると

きは、道路外の施設や場所に出入りするために

・ 左折又は右折すること

・ 道路に対し直角又はこれに近い角度で道路の全部又は一部を横

切ること（横断）

・ 転回すること

・ 後退すること

が禁止されている。また、道路標識等により横断、転回又は後退が禁止さ

れている道路の部分においては、当該禁止された行為をしてはならない。
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主
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割
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（
％
）

信号無視 通行禁止違反 横断禁止違反 進路変更禁止 指定通行区分 歩行者妨害等違反

指定場所不停止 速度超過 携帯電話 駐車違反 ベルト装着義務 その他

車種別の主な違反行為者の構成比（平成24年～28年合計）車種別の主な違反行為者の構成比（平成24年～28年合計）

【注１】 バス（路線・貸切で、大型又は中型バス）、タクシー・ハイヤー（法人・個人）又は自家用乗用車（自家用大型、中型、重中型及び普通車をいう。）を運転中
にどのような違反行為を行ったかについて、違反行為を行った運転者数の構成比で示したものであり、違反行為件数の構成比とは異なる。
（算出式） バス、タクシー又は自家用乗用車による各違反行為を行った運転者数÷バス、タクシー又は自家用乗用車による違反行為を行った全運転者数×100
【注２】 「自家用乗用車（第一種免許保有者）」とは、第一種免許保有者が自家用乗用車を運転中に行った違反行為をいう。
【注３】 「自家用乗用車（第二種免許保有者）」とは、第二種免許保有者が自家用乗用車を運転中に行った違反行為をいう。

（交通事故分析センターのデータに基づき作成）

（ｎ＝10,007） （ｎ＝452,863） （ｎ＝29,259,416） （ｎ＝584,255）



主な違反行為の年齢別構成比（平成25年～29年合計）主な違反行為の年齢別構成比（平成25年～29年合計）

【注１】 「主な違反行為」は、18歳から24歳の全ての免許保有者の違反行為のうち、件数が多かった６行為を抽出している。
【注２】 「全体」は、18歳以上の全ての免許保有者を合計したものである。

（警察庁運転者管理ファイルより算出）
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道 路 交 通 法 と 道 路 運 送 法 等 の 関 係道 路 交 通 法 と 道 路 運 送 法 等 の 関 係

○ 法第86条第１項（第二種免許）
「旅客自動車を旅客自動車運送事業に係る

旅客を運送する目的で運転しようとする者は、
当該自動車の種類に応じ、第二種免許を受け
なければならない。」

○ 法第96条第５項（受験資格）
21歳以上（年齢要件）、かつ、普通免許等保

有３年以上（経験年数要件）

○ 法第97条（第二種免許試験）

道路交通法
（運転者個人に対する規制）

道路交通法
（運転者個人に対する規制）

○ 法第２条第３項（定義）
「他人の需要に応じ、有償で、自動車を使用して旅客を運送する事業」

○ 法第25条、旅客自動車の運送事業の運転者の要件に関する政令等
・ 「第二種免許」を保有しなければ、業として旅客を運送することは不可

・ 21歳以上であること 等

【旅客自動車運送事業運輸規則（第36条、第38条）等】

（原則）新規採用者に対する指導、監督及び特別な指導（義務）＋
適性診断の受診（義務）
・ 貸切バス以外の運転者は座学６時間以上、実技は可能な限り
実施
・ 貸切バスの運転者は座学10時間以上、実技20時間以上

道路運送法等
（事業者に対する規制）

道路運送法等
（事業者に対する規制）

○ 法第103条（免許の取消し、停止等）

○ 法第101条（免許証の更新）

○ 法第101条の３（更新時講習の受講義務）

第二種免許
取 得

【旅客自動車運送事業運輸規則（第36条、第38条）等】

事故惹起運転者に対する特別な指導（義務）＋適性診断の受診
（義務）
・ 貸切バス以外の運転者は座学６時間以上、実技は可能な限り
実施
・ 貸切バスの運転者は座学10時間以上、実技20時間以上

【旅客自動車運送事業運輸規則（第36条、第38条）等】

高齢者（65歳以上）に対する特別な指導（義務）＋適齢診断の受診
（義務）
・ 65歳に達した日以後１年以内に適齢診断を受診し、75歳までは
３年に１回
・ 75歳に達した日以後１年以内に適齢診断を受診し、その後１年
に１回

○ 法第101条の４
・ 第１項：高齢者講習（70歳以上）
・ 第２項：認知機能検査（75歳以上）

【注】 点線枠は、第一種免許と共通のもの
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○事業者に対して適時に監査を実施し、法令違反が認められた場合は行政処分を行う。
さらに、悪質な違反には刑罰を科す。

○関係省庁等と連携し、法令違反について情報共有を図っている。

○安全性を審査し、安全確保が適切と認められる自動車運送事業者に対して許可を行う。

事前チェック（国土交通省）

運行管理者の選任
○講習の受講
○乗務前・乗務後の点呼の実施
○運転者への運転方法等についての
指導・監督 等

整備管理者の選任

○点検・整備の実施 等

運転者の選任

○適性診断の受診 等

施設（車庫、休憩・仮眠施設）の管理

安全規制の内容（事業者が遵守すべき事項）

事後チェック（国土交通省）

安全対策の概観
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運行管理者制度

運行中
※事業者は、事故や異常発
生時の対応が可能なよう
に、運行管理体制を整備す

る必要あり

乗務後点呼

乗務前点呼

・車両点検の実施又はその確認
・酒気帯びの有無
・健康状態の確認
・乗務可否の判断

運行指示
・運行指示書による運行経路等の

指示
・運行状況の報告
・酒気帯びの有無

運行管理者

運送事業者

運 転 者

・乗務割作成等

運行管理者 運 転 者

運行管理者

・選任

・選任
・二年に一度の定期講習の受講
・重大事故時の講習の受講

運行計画

運行管理者

運 転 者

運行管理者

乗務記録
・記録及び記録に基づく運転者

の指導 等
・運行記録計による記録の保存

運転方法等の指導・監督
適性診断の受診

定期健康診断
・１年に１回の健康診断

2
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運行管理者の業務

日常的な業務

日常的

労務管理 ・『改善基準告示』の範囲内での乗務割の作成 ・休憩、仮眠施設の管理・確保

健康管理 ・定期健康診断を受診させること

指導監督 ・実技訓練、記録映像を含めた※１運転方法等の指導、監督 ・適性診断を受診させること

運行記録 ・運行記録計の管理・記録 ・ドライブレコーダーの管理・記録※１ ・重大事故の記録

その他 ・アルコール検知器の保持（Ｈ２３追加） ・補助者に対する指導、監督

運行時

経路調査 ・運行経路における道路交通状況を事前に調査※１

運行指示 ・経路、休憩地点、注意事項等を記載した運行指示書の作成※１

点呼
・乗務前後の疾病、疲労、酒気帯びの確認

・夜間の乗務途中点呼の実施※２

緊急時の対応

運行時

（交通事故・異常気象・運転者の体調変化・大規模渋滞等の際に、運行の変更・中止等を適切に指示するため）

・連絡体制の整備

・運転業務に従事しないこと（Ｈ２７追加）

◆旅客自動車運送事業の運行管理者が行わなければならない主な業務

※１ 貸切バスのみ
※２ 貸切バスのうち、夜間に長距離運行を行うもののみ
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指導・監督制度の概要について

特定の運転者に対する指導

初任運転者に対する指導

適性診断（初任）の受診

（対象） 新たに雇い入れた者で、過去３年以内

に同じ種類の事業の運転者として選任さ
れたことがない者

（内容） 交通ルールや車両特性等について
座学６時間以上、実車訓練は努力義務
（※貸切バスは２０時間以上を義務化）

（時期） 運転者として選任する前

（対象） 新たに雇い入れた者で、過去３年以内
に適性診断（初任）を受診していない者

（内容） 日常の運転状況を聴取し、事故の未然

防止のための運転行動の留意点を指導・
助言

（時期） 運転者として選任する前

事故惹起運転者に対する指導

適性診断（特定）の受診

（対象）死亡・重傷事故を惹起した運転者／軽
傷事故を惹起し、過去３年間に事故を惹
起したことのある運転者

（内容） 再発防止策等について座学６時間以上、
実車訓練は努力義務

（時期） 事故後に再度乗務する前

（対象）同上

（内容） 事故状況を聴取し、事故要因となった

運転特性（・生活習慣・健康状態）を認識
させ、再発防止（・改善）を指導・助言

（時期） 事故後に再度乗務する前（やむを得な
い場合、乗務開始後１か月以内）

高齢運転者に対する指導

適性診断（適齢）の受診

（対象） ６５歳以上

（内容） 適性診断（適齢）の結果を踏まえ、加齢

に伴う身体機能の変化の程度に応じた安
全な運転方法等について指導。

（時期） 適性診断（適齢）結果が判明した後
１か月以内

（対象） ６５歳に達した日以後１年以内に１回

７５歳に達するまで３年以内ごとに１回
７５歳に達した日以後１年以内ごとに１回

（内容） 日常の運転状況を聴取し、加齢による
身体機能の変化が運転行動に及ぼす
影響と、それに応じた適切な運転行動を
助言・指導

一般的な指導及び監督

（対象）すべての運転者

（内容） 心構え、交通ルール、道路交通状況、旅客の扱い、車両特性・運転適性に応じた安全な運転方法、健康管理など１０の項目について指導

（時期） 継続的、計画的、体系的に実施
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